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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第２区分
【発行日】令和3年10月14日(2021.10.14)

【公開番号】特開2020-119982(P2020-119982A)
【公開日】令和2年8月6日(2020.8.6)
【年通号数】公開・登録公報2020-031
【出願番号】特願2019-9476(P2019-9476)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｌ  21/3065   (2006.01)
   Ｈ０５Ｈ   1/46     (2006.01)
   Ｃ２３Ｃ  16/503    (2006.01)
   Ｃ２３Ｃ  16/52     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｌ   21/302    １０１Ｂ
   Ｈ０５Ｈ    1/46     　　　Ｍ
   Ｃ２３Ｃ   16/503    　　　　
   Ｃ２３Ｃ   16/52     　　　　

【手続補正書】
【提出日】令和3年8月31日(2021.8.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　チャンバと、
　前記チャンバ内に設けられた下部電極を含む基板支持器と、
　前記基板支持器の上方に設けられた上部電極と、
　前記チャンバ内でプラズマを生成するように構成された高周波電源と、
　前記上部電極に電気的に接続された直流電源装置と、
を備え、
　前記直流電源装置は、パルス状の負極性の直流電圧を周期的に発生するように構成され
ており、
　前記直流電源装置の出力電圧は、繰り返される周期の各々における第１の期間では、前
記パルス状の負極性の直流電圧であり、前記周期の各々における残りの第２の期間では、
ゼロボルトであり、
　前記周期の逆数である周波数は、４００ｋＨｚ以上、１ＭＨｚ以下である、
プラズマ処理装置。
【請求項２】
　前記周期において第１の期間が占める割合は、２０％以上、６０％以下である、請求項
１に記載のプラズマ処理装置。
【請求項３】
　前記直流電源装置からのエネルギーを伝達する回路のグランド電極は、前記チャンバの
導電性の壁部のみである、請求項１又は２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４】
　前記プラズマを生成するために前記高周波電源によって生成される高周波電力は、前記
周期において一定に維持される、請求項１～３の何れか一項に記載のプラズマ処理装置。
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【請求項５】
　請求項１～４の何れか一項に記載のプラズマ処理装置を用いたプラズマ処理方法であっ
て、
　前記チャンバ内でプラズマを生成するために前記高周波電源から高周波電力を供給する
工程と、
　前記プラズマの生成中に前記直流電源装置から周期的に前記パルス状の負極性の直流電
圧を前記上部電極に印加する工程と、
を含み、
　前記直流電源装置の出力電圧は、繰り返される周期の各々における第１の期間では、前
記パルス状の負極性の直流電圧であり、前記周期の各々における残りの第２の期間では、
ゼロボルトである、
プラズマ処理方法。
【請求項６】
　前記プラズマを生成するために前記高周波電源によって生成される高周波電力は、前記
周期において一定に維持される、請求項５に記載のプラズマ処理方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　図１は、一つの例示的実施形態に係るプラズマ処理装置を概略的に示す図である。図１
に示すプラズマ処理装置１は、容量結合型プラズマ処理装置である。プラズマ処理装置１
は、チャンバ１０を備えている。チャンバ１０は、その中に内部空間１０ｓを提供してい
る。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２４】
　プラズマ処理装置１は、ガス供給ライン２４を更に備え得る。ガス供給ライン２４は、
伝熱ガス（例えばＨｅガス）を、静電チャック２０の上面と基板Ｗの裏面との間に供給す
る。伝熱ガスは、伝熱ガス供給機構からガス供給ライン２４に供給される。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
　プラズマ処理装置１は、第１の高周波電源６２及び第２の高周波電源６４を更に備えて
いる。第１の高周波電源６２は、第１の高周波電力を発生する電源である。第１の高周波
電力は、一例では、プラズマの生成に適した周波数を有する。第１の高周波電力の周波数
は、例えば２７ＭＨｚ～１００ＭＨｚの範囲内の周波数である。第１の高周波電源６２は
、整合器６６を介して上部電極３０に接続されている。整合器６６は、第１の高周波電源
６２の出力インピーダンスと負荷側（上部電極３０側）のインピーダンスを整合させるた
めの回路を有している。なお、第１の高周波電源６２は、整合器６６を介して、下部電極
１８に接続されていてもよい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００３３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３３】
　プラズマ処理装置１は、直流電源装置７０を更に備えている。直流電源装置７０は、上
部電極３０に電気的に接続されている。直流電源装置７０は、パルス状の負極性の直流電
圧を周期的に発生するように構成されている。図２は、図１に示すプラズマ処理装置の直
流電源装置の構成の一例を示す図である。図３は、一つの例示的実施形態に係るプラズマ
処理装置を用いて実行されるプラズマ処理のタイミングチャートである。図３において、
横軸は時間を示している。図３において縦軸は、チャンバ１０内に供給されるガスの流量
、高周波電力（第１の高周波電力及び／又は第２の高周波電力）の供給、及び直流電圧を
示している。図３において、高周波電力が高レベルであることは、高周波電力が供給され
ていることを表している。図３において、高周波電力が低レベルであることは、高周波電
力が供給されていないことを表している。以下、図１と共に、図２及び図３を参照する。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　一実施形態において、周期ＰＴの逆数である周波数ｆは、４００ｋＨｚ以上であり得る
。一実施形態において、周波数ｆは、１ＭＨｚ以下であり得る。周波数ｆが１ＭＨｚ以下
である場合には、チャンバ１０内でのラジカルの生成に対するイオンの挙動の独立制御性
が高くなる。一実施形態において、周期ＰＴにおいて第１の期間Ｐ１が占める割合（即ち
、パルス状の負極性の直流電圧のデューティー比）は、２０％以上、６０％以下であり得
る。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５３】
　第３の実験及び第４の実験では、第１の工程及び第２の工程の各々の実行中に上部電極
３０に流れる直流電流を測定した。その結果を図７の（ａ）及び図７の（ｂ）に示す。図
７の（ａ）において、横軸は時間を示しており、縦軸は第３の実験において上部電極３０
に流れた直流電流を示している。図７の（ｂ）において、横軸は時間を示しており、縦軸
は第４の実験において上部電極３０に流れた直流電流を示している。図７の（ｂ）に示す
ように、第２の工程において直流電圧を連続的に上部電極３０に印加した第４の実験では
第１の工程と第２の工程の繰り返し回数の増加に伴って、第２の工程で上部電極３０に流
れる直流電流が大きく変動していた。一方、図７の（ａ）に示すように、第２の工程にお
いてパルス状の負極性の直流電圧を周期的に上部電極３０に印加した第３の実験では第１
の工程と第２の工程の繰り返し回数に略依存せず、第２の工程で上部電極３０に流れる直
流電流が安定していた。したがって、直流電源装置からパルス状の負極性の直流電圧を周
期的に上部電極に印加することにより、直流電源装置からのエネルギー伝達に対するプラ
ズマ処理装置の部品の電気的特性の影響が抑制されることが確認された。
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